































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































機構」等を均衡実質賃金率 ωQ や均等実質利子率 ~Q の決定と関連させて統合的
に解明したからである。
しかしながら，ここでも，それは，あくまでも一定の資本量(生存基本)や


























































































































































らである。すなわち， (1) rの上昇によって ωが全く向上しない場合， (2) rとω















































































































































































































































































































表す aÀm=M~ (ここで， m=貨幣用金の保有量， α=信用創造率，なお， こ
れはかなり弾力性をもつが そこにはおのずから限界がある。 A=m.l単位当
りの絶対価格，M~=通貨供給額)は， “m が実物経済規模の変動に対して充










一般的には M~=L(Y， i))で示される。ここで，M~=貨幣需要額， Y=国民
純生産量，p' =y. 1単位当りの平均絶対価格，M~=投機用貨幣需要額 ， k= 
マーシャルのhで所与，l =市場利子率，である。従って，ここでも，伝統的経









































-， L I .Kr.， 下一，条件式p'=ω=y+iγ(」」でK'=既存資本額)， もしくは利子率・資本の





















































































































































































































































わち 1960年までの90年間)にみる限り，貨幣の供給額 (M~ =M; )と名目
国民所得 (γ)の聞には統計的に強い相関関係があり，しかも貨幣の供給額
の方が所得に対して常に 6カ月から 1年半の先行性をもって動いている。



























































































幣供給というこつの政策変数の内生変数化 (0'→σ，M~ →M~) ，すなわ
ち両者を弾力的に運営しなければ失業率 (μ)と遊休設備率(マ)という内
生変数をゼロにすることが理論的に困難である。しかるに マネタリズムで






まず， (イ)の課題について考察を進めてみよう D 経済社会の歴史は，人間の生
-60 (338)一
活がいまだ貧しい中進国段階，すなわちカルドアのいう前期資本主義経済段階
では，人々はひたすら物的生活水準の向上に追われるため，次の図(A)一一一ここ
で、の経済諸量は全て実質値を示す一ーのように，短期の消費曲線Coは，年々，
大幅に上方にシフトしていき，そのための民間誘発投資も独立投資と相まって
一定の率で逓増していくから総需要曲線Doも自然的に大きく上方にシフトし
ていく。従って，国民所得 YOもそれだけ高い成長率を維持していく形となる。
しかし，経済社会が進歩して生活(所得)水準が充分豊かになり，先進国段
階(カルドアのいう後期資本主義経済段階)にはいると，そこでの短期的消費
曲線Clの上方シフト幅は生活の豊かさから自然に小きざみになるため，独立
投資や誘発投資曲線も小幅な上昇しか示さないようになる。更にまた，長期の
図 (A)
??
Y 
後期資本主義段階
(先進国段階)
~-Co' 
r 会~:-Co'
zfcf 
は」
」ー--4一一
YO YO Y。
前期資本主義段階
Y 。
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消費性向も“人為的な介入がない限り漸次的に低下傾向をもつであろうから，
総需要曲線Dlの上方シフト率は小さくなり，必然的に年々の国民所得(図で
はYl，Yl'， Yl")の成長率水準も低下する結果となる。
だが，ここで問題となる点は豊かな発展段階における巨額な貯蓄 (8')の投
資需要先である。というのも，この段階では消費の増加率が低下する訳だから，
その消費需要をまかなうために必要な民間の誘発投資や独立投資だけでは巨大
な貯蓄を吸収しえなくなるからである。従って，そこでは民間保険機関と政府・
地方公共団体による貯蓄の一部吸収(つまり民間の保険料収入および財政収入)
と，その支出が重要な役割をもつことになる訳だが，なかんずく政府・地方公
共団体による適正な支出こそ20世紀におけるマクロ的な貯蓄の吸収と消費・投
資の増大のために必要不可欠な手段となってくる。そして このような適正な
総需要増大のための手立てこそ，第ーには，ケインズがイクスプリシットに考
えていた貧富の格差縮小(所有の再分配)政策によるマクロ的な消費性向の維
持とヲ!き上げであり，第二には，生活環境，それも特に社会資本・公共財の充
実による人工的な生活基盤や自然環境の整備である。そして 更に第三には社
会保障制度の適切な整備 という三大政策に他ならぬ。
そこで，以下は，これらの内容についていま少し具体的に考えておきたい。
まず，第一に所得再分配政策については，あくまで民主的ルールに従って形
成された社会的価値判断に基き，累進課税および相対的低所得層への補助金の
あり方が考えられねばならない。とはいえ，それはハイエクによって強く指摘
されているように， “デモクラシー思想の歴史的な拡充強化は常に人間の自由
と公正の維持にとって破壊的要因になる"ということへの配慮も充分になされ
たものでなくてはならないのである。
次に，第二の生活環境の整備と充実については，特に家計の投資需要の核を
なす住宅建築への刺戟がまず考えられねばならないが，それは何といっても人
工的・自然的な生活基盤の整備であろう。というのも，われわれの日常的行動
を考えれば明らかなように，われわれに家を建てようと決意させるものは，土
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地条件をはじめとして，教育施設条件，通勤と日常の消費生活のための道路・
交通・通信条件，上・下水道条件，公害予防条件，および自然的環境条件であ
る。特に，この自然環境の整備の中には，これからは単に破壊された自然の回
復だけでなく，人工の力による新しい自然の創造，すなわち，人工的な草原や
森や山河等のバランスのとれた生産活動が含まれていなければならない。従っ
て，生活環境の充実政策とは“人工的生活環境と自然的生活環境のバランスの
とれた充実と整備のための公共投資政策"ということに他ならぬo
ところで，政府関連の支出が総需要の中で大きな役割りをもっ時代になれば
なるほど，その財政収入が何によって賄われるかがこの上なく重要な課題にな
る。人間は生活が豊かになれば，生活の余裕部分を金融機関や国・公・社債の
購入という形で貯蓄に向けることには積極的になるけれども 税金として国や
地方公共団体に納めるのは逆に極めて嫌がるものである。このことは， 日常，
われわれが税を支払う場合に， “国民として税を納める"という感覚よりも，
“税を取られる"という感覚をもっていることからも明らかである。
だからこそ，自由経済社会では，国民の社会(科学)的認識が低い国ほど平
均所得税率は低く，国・公債の発行による財政借入率が高くなるのである。因
みに，わが国においては国民の貯蓄率は欧米諸国よりも高いのに，平均課税率
はこれらの国より低いことや 人工的・自然、的な生活環境が共に貧しいという
こと等をみれば，この点は明らかであろう。従って，このような意味からも，
特にわが国においては 社会的価値判断の転換(向上)が決定的に重要な時期
にきているのである。というのも 増税は決してミクロの生活向上を抑制する
ものではなく，むしろ，常識に反して，マクロ的にはいうまでもなく， ミクロ
の生活内容を真に充実させ豊かにするための必須要件だからである。ただし，
これには一つの決定的に重要な付帯条件が必要である。それは“税収の支出政
策に(効率性と弾力性の面において)誤りがない"という条件である。
経済の発展にとって 生産と消費の混合主体である政府・公共部門の比重の
漸増は既述の如く一つの歴史的必然性をもっている。従って，それだけに，そ
-63 (341)一
こでは政府公共部門の過剰な人件費をはじめとする統制経済の非効率性と大企
業の安定化指向による創造的企業家精神の退潮の危険が静かにしのび寄ってく
るのであるが，これこそ，まさにシュンベーターが，その代表作『資本主義・
自由主義・社会主義』で述べんとしたことの一つの軸をなすものといえよう。
だが，これ故にこそ，一層，われわれは，このアンチノミー的矛盾の解決策
として，民間部門での真の企業家的開拓精神の興隆と政府部門の合理的にして
効率的支出態度，すなわち，別言すれば行政部門における創造的にして効率的
な企業家精神の取り込み(自由競争思想)が今日ほど求められている時代はな
いということを強調したいのである。
かくして，ケインズが見落した最も重要な視点は，今日の社会が，ケインズ
がまさに歴史的・原理的確かさをもってその必要性を強調した“政府・公共部
門支出 (0')の比重の漸増"を(決して赤字国・公債の増発によってではなく)
上述のような社会的価値判断の変化を推進させることによって，中・高所得者
層への増税で賄なうべき発展段階に既にきているという事態である。
というのも，ケインズの『一般理論』は 折角 0'の年々の増加の必要性を
提唱しながら，その財源を何処に求めるかについては何故か戸惑いがあるため，
長期の自由経済社会の繁栄に対して明確な指針を与えずに終わっているからで
ある。
しかしながら，ここでも重大な警告の声をわれわれは忘れてはならない。そ
れは，ケインズが主張した“長期的な財政比重の増加"は決して浪費の増加を
意味するものではないということである。特に，この部門の過剰雇用と政・官・
財の癒着に基因する浪費については注意して過ぎることはない。
最後に指摘しておきたいことはケインズ、解釈についての一つの問題点である。
それは，伝統的経済学が消極的かつ均衡的国家財政を重視する視点から一歩も
脱しえなかったのに対して，ケインズは経済の実情に応じて財政の積極的かっ
不均衡支出の発動を提案した訳であるが，実はその「積極性」の性格について
の解釈に大きな誤謬があるのではないかという点である。
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それというのも，われわれはケインズの経済学を基本的には“不況の経済学"
と理解すべきものと考えるので，この考え方からすると，戦後，各国によって
採用されてきたケインズ政策は好・不況の知何を問わず，常に，それは拡大政
策であったということである。従って，そこでは，過度にして，かつ構造的に
アンバランスな成長が実現し，その結果として公害や自然破壊の問題が急速に
浮上することになったのだ、った。しかしながら，このような事態は当然ながら
ケインズの本意であろう筈はない。ケインズの積極的財政論の本来の主張は，
“不況時における思いきった財政支出の増加と減税から生じる赤字は，それに
よって景気が回復し好況化したときの税の増収と支出の削減による黒字で補填
されるべきである"とする考え方である。
なお，この不況期における大幅な財政支出増の性格は，基本的には“生活お
よび産業基盤等の整備を軸とする長期的視点に立った内容のものでなければな
らぬ"ということ，そして“それがまた国際収支の改善と真の意味での豊かな
生活に結び付いていく"ということ等も経済の基本的メカニズムとして充分に
理解されておくことが必要であろう。よって，このような長期的視点に立った
財政の好・不況に対する弾力的にして積極的な運営のあり方こそ，まさにケイ
ンズ主義への批判的言葉として知られている「ハーベイ・ロードの公準J，す
なわち“ケインズ理論は 知的エリートの政策決定が常に最良で、，かっ公正で
あるとする仮定の上に構成されている"とする批判に答えるものとなるであろう。
“のべつまくなしの財政拡大政策こそ，行政の放漫とアニマル・スピリット
を失なった財界の安易な政府依存および政界の国民への迎合という，いわば政・
官・財，三者の癒着構造を生み出す本源的要因である"ということへの認識が
現代ほど求められている時代はない。特に， “予算化されたもの，あるいは財
政収入は必ず支出しようとする体質(すなわち，既述の A'を常にゼロにする
体質)"は財政の硬直化と非効率化の第一の原因であると考えるべきであろう。
そして，このような経済の財政依存の自然的メカニズムこそ， “資本主義経
済の発展に伴なってデモクラシーの思想、が漸時自由を侵略し，それが競争経済
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の効率性の低下という自己矛盾的構造を定着せしめるようになる"と指摘した
シュンベーターやハイエクの不安の核をなすものであり，ガルプレイスが“資
本主義の一つの必然的コースとみた"からくりでもあるといえる。いまや，わ
れわれは“ケインズによって造られた経済構造が過った方向に大きく曲げられ
ようとしている時代にあること"を認識し，経済の構造と人間の社会観を変革
しなければならない重要な時期に突入していることを深く理解しなければなら
ない。そしてまた，このような考察から，結局，われわれは“経済理論という
ものは非科学的で観念的な理想、の陳述であってはならないと同時に，抽象的な
数学の展開が本来の目的ではなく それは あくまでも人間の社会としての自
由経済機構の科学的解明と，それに基づく人間の物的幸福への具体的な政策的
提言の基礎になるものでなくてはならない"とも考えるのである。
次に(ロ)の課題については 特に最近のわが国におけるパフソレ経済の崩壊とい
う現実と大いなる関係があることからしても その解明が要請される。
さて，短期の好・不況のトレンドの過程で，その時々の生産物の取引規模と
これに対応して考えられる正常な金融・物的資産の取引規模に対し，通貨の供
給過剰が生じたり，また，その反動として通貨の異常な回収が生じた場合には，
当然，それぞれの領域での通貨の供給過剰分や回収分が真先にこれら相場市場
に対して流出入することになる。従って，この場合は手持ちの金融・実物資産
の評価額に異常な騰落が生じる結果となるのは当然である。
それ故，このことが各期の生産物への実物的な有効需要水準にどのような変
化を与えることになるかを先ず考えてみることが必要となるが，その際，特に
重要な視点は短期の消費(財)および民間投資(財)関係への影響であろう。
というのも，仮に相場市場の好況によって手持金融・実物資産の評価額が大
幅に上昇したとすると，たとえ現実的な実質国民所得水準に変化がなくても，
シャドー的(あるいは心理的)な国民所得はミクロ的にもマクロ的にも大きく
膨脹することになるからである。
従って，結果的には，まず現実の消費支出がケインズのいう短期の正常な消
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費性向以上のものとなるため，消費関数を上方に大きくシフトさせるだけでな
く，それによる投資誘発効果によって投資関数もまた，そうでなければあるで
あろう水準よりも確実に上方へシフトする結果となる。従って，手持資産の評
価額の上昇が年々続くことにでもなれば，そこでは，当然，年毎の有効需要水
準の異常な上昇から，単に相場市場だけでなく生産物(実物)市場における景
気の上昇過程もまた短期の正常な上昇幅より更に拡大し その期間も長くなる
であろう。例えば，先の図(A)を利用して表現すれば，正常な消費支出曲線を Cl
とすると，これが手持資産評価額の騰貴によって現実には Cl'，Cl" 代と上方に
シフトし，それに伴なって総需要額D'もαから b，cへと急速に増加していく
(従って， Y1もYl'，Yl"へと急増する)ということになるのである。従って，
投機市場のブームも少なくとも初期の一定期間においては生産物(実物)市場
をも沸騰させることになるであろう。しかしながら，この一定期間を過ぎると，
企業も個人も手取り早い利殖を考えるようになるため，その支出の大部分はも
はや生産物市場には向わずもっぱら相場市場に流入していく形となる。
しかし，それでもなお潜在的所得の増加が続く限り 生産物市場もそれなり
の活況を呈するであろう。おそらく， 1920年代の世界経済は固によって程度の
差こそあれ，このような状態であったと考えられる。
しかしながら，ひとたび相場市場の下落が始まるやいなや，事態はまさにそ
れまでとは完全に逆のコースを取りはじめる。不況は深刻化し，かつ長引くこ
とになる。人々も企業も自己のもつ資産価値の年々の下落から心理的にショッ
クを受け不安をもつことになるから，現実の所得水準に対し正常な消費性向を
大幅に下廻る水準に消費支出を抑えるであろうし，企業もまた，マイナスの誘
発投資活動の他に，独立投資はいうに及ばず経常支出さえも徹底的に縮小させ
る形となる。
ここで，再び上記の過程を図(A)を用いて説明すれば，それは消費曲線の Cl"
から Cl'，Clへの急速な下方シフトと総需要額のc点から b，αへの急激な減少
で表わされる。従って，結果的に経済の成長率は萎縮し，やがてはマイナスの
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値にまで下がることになる。しかも個人も企業も繁栄のおもわぬ大逆転に懲り
るだけでなく，現実に手持資産の価値も下がるだけ下がっているので，その支
出態度は極度に慎重となるため総需要はなかなか回復しない。従って，生産物
(実物)経済規模は悪くすれば数年にもわたって鍋底を這い廻ることになるであ
ろう。大騒ぎのツケはその度合いに応じてやってくる。
ところが，現代は金本位制でないため金と紙幣の聞を結ぶゴム紐は存在しな
い。だから，管理通貨制の下では，この制度がよい方向で用いられればよいが，
悪くすればそれこそ通貨発行額の止め金がない訳だから貨幣の過剰供給の危険
が常に存在することになるのである。従って わが国における今回のバブル経
済の形成とその崩壊の責任は いつに中央銀行による通貨の無節操な過剰供給
と民間銀行の節度のない信用創造および過剰貸付にあるといってよい。まさに
今後の強い教訓とすべきである。
最後に次の三つの研究領域での成果に関して，われわれのこれまでにおける
考察の結果を述べ本稿を終えることにしたい。
すなわち，それは， (1)ロストウ，クズネッツ，カルドア，加藤(寛)および
われわれの分析等によって展開された現代の経済発展段階説， (2)ロビンソン，
チェンパリン，シロスーラピーニたちによって代表される近・現代的寡占競争
価格論，そして， (3)C. J.ヒッチによる「フル・コスト原則」である。
そこで，まず， (1)については， F.リストにはじまる歴史学派の諸発展段階説
との関連が問題となる。なぜなら，彼等の念願は，周知のよろに，経済的に発
展段階の異なる国民経済についての実証的分析と原理的分析との統合であった
からである。しかし，この願望は当時としては理論的な分析手法がいまだ未開
発な状態にあったため，残念ながら結果的には膨大な各国の歴史的な経済資料
の蒐集に終始することで終わったのであった。だが，この念願は上記の，いわ
ゆる現代の発展段階理論によって漸く達成されることになった。というのも，
いまやわれわれは長期的な経済発展の基本的機構を社会学的見地をも含めて経
済原理的に考察しうるようになったからである。なお，ここでいう経済原理的
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分析用具とは，労資の所得分配率労働生産性労働量と資本量および賃金率
と利子率の全体的水準やその相対的比率，産業構造等の経済諸量間の相互関連
や，これらの発展段階的変化の様態等をさしている。
次に(2)について述べると，現代はまさに寡占産業体制の時代ともいわれるが，
上記の近・現代的寡占価格理論を発展的に考察した結果，われわれは，およそ
次のような事情を論理的に究明することができた。すなわち それは(イ)たとえ
寡占的市場経済体制の下でも 中・長期的には競争圧力が充分に作動するメカ
ニズムの存在を指摘することが可能だということ，従って，そこでは， (ロ)寡占
的企業においてもマクロ的に生産性向上によるコストの削減と価格引き下げ努
力が自然的に要求される形になるということである。そして現実的にも，中-
長期的には鉄鋼，家電，飲料，繊維製品等々について着実に品質の向上と価格
の低落が生じてきているのである。
また， (3)のフル・コスト原則については，これを表面的に受けとめる限り，
それはまさに限界原理そのものの否定を意味する形となる訳だから， これまで
近代経済学者が歴史的に蓄積してきた経済理論の全体系をゆるがす重大事とな
る。しかしながら，われわれの考察では， “限界原理とフル・コスト原則は互
いに両立しうる性格をもっている"ということを曲折需要曲線と平均費用曲線
との関連から解明することができると考えられるのである。
(平成5年12月)
-69 (347)-

